
国立大学法人埼玉大学（法人番号6030005001803）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②  平成28年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成28年度における改定内容

役員報酬支給基準は、月額及び期末手当から構成されている。
月額については、国立大学法人埼玉大学役員報酬規則に則り、本給

月額（984,000円）に地域手当（139,728円）を加算して算出している。

期末手当についても、同規則に則り、期末特別手当基準額（本給月額

＋地域手当＋本給月額×100分の25＋本給月額及び地域手当の月額

に100分の20の割合を乗じて得た額）に6月に支給する場合においては

100分の145、12月に支給する場合においては100分の160を乗じ、さらに

基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合

を乗じて得た額としている。
なお、平成28年度では前年度と比較して、地域手当支給割合の引き

上げ（14.0％→14.2％）を実施した。

法人の長と同様の規則に基づき支給及び改定を実施した。
なお、本給月額は761,000円～776,000円、地域手当は108,062円～

110,192 円と定めている。

役員報酬規則により、期末特別手当の額について、文部科学省国立大学法人評価委員
会が行う業績評価の結果、当該役員の職務実績を勘案して必要と認める場合に、経営協
議会の議を経て、100分の10の範囲内で増減できる。

非常勤役員の報酬は、平成28年4月1日～平成28年9月30日までは日額
（30,000円）に勤務日数を乗じて得た額としており、平成28年10月以降は月
額（180,000円）としている。

国立大学法人埼玉大学の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討す

るにあたって、他の国立大学法人、国家公務員、類似事業を実施している民間法人や独

立行政法人等のほか、国・地方公共団体が運営する教育・研究機関のうち、常勤職員数

（本学約800人）や教育・研究事業で比較的同等と認められる、以下の医療系学部を有さ

ない国立総合大学等を参考とした。
(1) 国立大学法人横浜国立大学･･･当該法人は、同じ国立大学法人として教育・研究事
業を実施している（常勤職員数約1,000人）。公表資料によれば、平成27年度の長の年間
報酬額は18,246,000円で指定職5号俸相当、理事については13,349,000円～
15,663,000円で指定職1号俸～3号俸相当となり、当該法人役員給与規則上常勤監事は
指定職1号俸相当としている。
(2) 事務次官年間報酬額･･･22,977,000円



監事

監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況
平成28年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,347 11,808 4,863
1,676

0
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

14,498 9,132 3,761
1,296

308
（地域手当）
（通勤手当）

H28.4.1 ◇

千円 千円 千円 千円

14,728 9,312 3,835
1,322

259
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

14,688 9,312 3,835
1,322

218
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

1,950 1,950 0 0

千円 千円 千円 千円

12,223 8,472 2,328
1,203

220
（地域手当）
（通勤手当）

H28.4.1

千円 千円 千円 千円

2,100 2,100 0 0 H28.4.1

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　 　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注3：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。

その他（内容）

A監事

B監事
（非常勤）

法人の長

A理事

B理事

D理事
（非常勤）

前職

C理事

就任・退任の状況
役名

法人の長と同様の規則に基づき支給及び改定を実施した。
なお、本給月額は706,000円、地域手当は100,252円と定めている。

非常勤役員の報酬は、平成28年4月1日～平成28年9月30日までは日額
（30,000円）に勤務日数を乗じて得た額としており、平成28年10月以降は
月額（180,000円）としている。



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

埼玉大学は、大学の研究力の強化や国際的に競争力のある卓越し

た大学院の形成を進めるとともに、地域の課題解決に貢献し、地域社

会を支える人材育成や研究成果の還元に取り組んでいる。
そうした中で、埼玉大学の学長は、職員数約800名（常勤）の法人の

代表として、その業務を総理するとともに、校務を司り、所属職員を総
督して、経営責任者と教学責任者の職務を同時に担っている。

学長の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報
酬27,429千円と比較した場合、これを大きく下回っており、また、事務
次官の年間給与額22,977千円と比べても下回るものとなっている。

埼玉大学では、学長の報酬月額を指定職5号俸相当として定めてい

るが、指定職5号俸が適用される官職である研究所・試験所の長は当

法人と職務内容・職責が近く、また他の医療系学部を有さない国立総

合大学の長の給与水準と同水準である。
こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、報酬水準

は妥当であると考えられる。

埼玉大学は、大学の研究力の強化や国際的に競争力のある卓越し

た大学院の形成を進めるとともに、地域の課題解決に貢献し、地域社

会を支える人材育成や研究成果の還元に取り組んでいる。
そうした中で、埼玉大学の理事は、学長の定めるところにより、学長を

補佐して法人の業務を掌理し、学長に事故があるときはその職務を代
理し、学長が欠員のときはその職務を行うものとしている。

理事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報
酬27,429千円と比較した場合、これを大きく下回っており、また、事務
次官の年間給与額22,977千円と比べても下回るものとなっている。

埼玉大学では、理事の報酬月額を指定職2号俸相当として定めてい

るが、指定職2号俸が適用される官職である研究所・試験所の理事は

当法人と職務内容・職責が近く、また他の医療系学部を有さない国立

総合大学の理事の給与水準と同水準である。
こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、報酬水準

は妥当であると考えられる。

月額180千円の報酬は、他の医療系学部を有さない国立総合大学の理
事（非常勤）の報酬水準以下となっているため、妥当であると考えられる。



　監事

　監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

４　役員の退職手当の支給状況（平成28年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

　該当者なし

千円 年 月

　該当者なし

千円 年 月

　該当者なし

千円 年 月

　該当者なし

千円 年 月

　該当者なし
（退職手当は支給しない）

千円 年 月

　該当者なし

千円 年 月

　 該当者なし
（退職手当は支給しない）

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

法人での在職期間

法人の長

理事A

監事B
（非常勤）

理事D
（非常勤）

理事B

理事C

監事A

埼玉大学は、大学の研究力の強化や国際的に競争力のある卓越し

た大学院の形成を進めるとともに、地域の課題解決に貢献し、地域社

会を支える人材育成や研究成果の還元に取り組んでいる。
そうした中で、埼玉大学の監事は、法人の業務を監査し、その結果に

基づき、必要があると認めるときは、学長又は文部科学大臣に意見を
提出することができるものとしている。

監事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報
酬27,429千円と比較した場合、これを大きく下回っており、また、事務
次官の年間給与額22,977千円と比べても下回るものとなっている。

埼玉大学では、監事の報酬月額を指定職1号俸相当として定めてい

るが、指定職1号俸が適用される官職である研究所・試験所の監事は

当法人と職務内容・職責が近く、また他の医療系学部を有さない国立

総合大学の監事の給与水準と同水準である。
こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、報酬水準

は妥当であると考えられる。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大
学法人、民間企業等との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当
であると考える。

月額180千円の報酬は、他の医療系学部を有さない国立総合大学の監
事（非常勤）の報酬水準以下となっているため、妥当であると考えられる。



５　退職手当の水準の妥当性について
【文部科学大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

　該当者なし（退職手当は支給しない）

　該当者なし

　該当者なし（退職手当は支給しない）

理事D
（非常勤）

監事A

監事B
（非常勤）

判断理由

　該当者なし

　該当者なし

　該当者なし

　該当者なし理事C

法人の長

理事A

理事B

役員報酬規則により、期末特別手当の額について、文部科学省国立大学法人評価委員
会が行う業績評価の結果、当該役員の職務実績を勘案して必要と認める場合に、経営協
議会の議を経て、100分の10の範囲内で増減できる。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成28年度における主な改定内容

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

当該法人の主要事業は教育・研究事業である。当該法人職員を検討するにあたって、

他の国立大学法人、国家公務員、類似事業を実施している民間法人や独立行政法人

等のほか、国・地方公共団体が運営する教育・研究機関のうち、常勤職員数（当該法人

約800人）や教育・研究事業で比較的同等と認められる、以下の法人等を参考とした。

・国立大学法人横浜国立大学･･･当該法人は、当法人と同じく国立大学法人として教
育・研究事業を実施している（常勤職員数約1,000人）。また、平成27年度の対国家公務
員ラスパイレス指標（年齢・地域・学歴勘案）の差は0.4と僅かであり、同等の水準であると
言える。

○職員の勤務評定を実施し、その結果を勤勉手当の成績率、昇給に反映させる。
・賞与 ： 勤勉手当（査定分）

基準日以前6箇月の期間における、勤務評定等の結果を踏まえた勤務成績に応じて

決定される成績率により支給される。
・本給月額 ： 昇給

勤務評定等の結果を踏まえ、勤務成績が特に良好である場合には、上位の昇給区分
に決定することができる。

※年俸制適用教職員に対しては、給与の一部として業績給が支給されており、その内
訳は業績手当と外部資金獲得手当で構成されている。

国立大学法人埼玉大学教職員給与規則に則り、本給月額及び諸手当（本給の調整

額、管理職手当、初任給調整手当、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、単身

赴任手当、特殊勤務手当、義務教育等教員特別手当、教職調整額、管理職員特別勤

務手当、超過勤務手当、宿日直手当）及び賞与（期末手当及び勤勉手当）としている。
期末手当については、期末手当基礎額（本給月額、本給の調整額、教職調整額及び

扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当の月額の合計）に6月に支給する場合
においては100分の122.5、12月に支給する場合においては、100分の137.5を乗じ、さら
に基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た
額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基礎額（（本給月額、本給の調整額及び教職調整額
の月額並びにこれらに対する地域手当の月額の合計）に基準日以前6箇月以内の期間
におけるそのものの在職期間に応じた割合及び勤務成績に応じた割合を乗じて得た額
としている。

人事院勧告に基づく国家公務員の給与見直しに関連して、主な措置を以下のとおり講

ずることとした。
・実施時期 ：平成28年4月1日
・本給表関係の措置の内容：本給月額を平均約0.2％増額改定（役員対象外）
・諸手当関係の措置の内容：地域手当支給割合を14.0％から14.2％へ増額改定
・期末手当及び勤勉手当 ：勤勉手当成績率を各期0.01月分増額改定



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

648 46.9 8,321 6,090 121 2,231
人 歳 千円 千円 千円 千円

153 43.8 6,189 4,593 116 1,596
人 歳 千円 千円 千円 千円

384 50.1 9,648 7,004 131 2,644
人 歳 千円 千円 千円 千円

24 39.3 7,369 5,530 75 1,839
人 歳 千円 千円 千円 千円

48 34.8 6,392 4,824 105 1,568
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

36 46.9 6,580 4,872 90 1,708
人 歳 千円 千円 千円 千円

2

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

7 52.5 4,160 3,098 107 1,062
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 52.9 3,674 2,730 71 944
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注２：「教育職種（附属高校教員）」には、附属特別支援学校教員を含む。
注３：「教育職種（附属義務教育学校教員）」には、附属幼稚園教員を含む。
注４：「技術職種（技師等）」とは、従来行政職（一）を適用していた技術職について、法人化にあわせて
　　　新たな職種として位置づけ、独自の本給表を適用させている職種である。
注５：「常勤職員」の「その他医療職種（看護師）」及び「特定有期雇用教職員」、「再任用職員」の「事務・技術」
　　　及び「技術職種（技師等）」、「非常勤職員」の「教育職種（大学教員）」及び「その他医療職種（看護師）」は、
　　　該当者がそれぞれ2人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　　　「人員」以外は記載していない。
注６：以下の職種は、該当者がいないため記載を省略している。
　　　・「常勤職員」のうち、医療職種（病院医師）及び医療職種（病院看護師）
　　　・「再任用職員」のうち、医療職種（病院医師）及び医療職種（病院看護師）
　　　・「非常勤職員」のうち、医療職種（病院医師）及び医療職種（病院看護師）

事務・技術

非常勤職員

事務・技術

その他医療職種
（看護師）

在外職員

任期付職員

区分

その他医療職種
（看護師）

教育職種
（大学教員）

うち所定内

教育職種
（附属高校教員）

平均年齢
平成28年度の年間給与額（平均）

常勤職員

技術職種
（技師等）

教育職種
（大学教員）

特定有期雇用教職員

うち賞与

技術職種
（技師等）

再任用職員

総額
人員

教育職種
（附属義務教育学校教員）

事務・技術



②

（事務・技術職員）

（教育職員（大学教員））

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）)〔在外職員、任期付職員及
び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕



③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

3 59.2 9,315

18 55.6 8,215

25 53.3 7,210

46 47.2 6,392

21 39.6 5,401

40 29.7 4,142

注１：「課長」には、課長相当職である「事務長」、「室長」及び「主幹」を含む。
注２：「課長代理」には、課長代理相当職である「事務長代理」、「室長代理」及び「専門員」を含む。
注３：「係長」には、係長相当職である「専門職員」を含む。
注４：「部長」については該当者が4人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　　　「人員」「平均年齢」「平均年間給与額」以外は記載していない。

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

177 56.4 10,975

155 46.2 8,753

7 45.8 8,119

45 39.6 6,633

④

（事務・技術職員）
夏季（6月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

59.7 61.8 60.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

40.3 38.2 39.2

％ ％ ％

         最高～最低 48.6～37.3 48.9～34.7 48.8～36.0

％ ％ ％

60.5 63.3 62.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

39.5 36.7 38.0

％ ％ ％

         最高～最低 43.7～36.3 38.8～33.1 40.1～35.7

係　　　員 5,666　～　3,438

9,085　～　6,882

課長代理 7,826　～　6,519

係　　　長 7,452　～　4,375

8,020　～　5,639

一般
職員

助 　　　教

一律支給分（期末相当）

平均年齢

8,922　～　6,279

～

分布状況を示すグループ

千円

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

（最高～最低）

賞与（平成28年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

13,747　～　8,714

人員

10,040　～　6,897

主　　　任 6,653　～　4,432

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）
千円

部　　　長

課　　　長

年間給与額

講 　　　師

准　教　授

教 　　　授



（教育職員（大学教員））
夏季（6月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

59.4 61.9 60.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

40.6 38.1 39.3

％ ％ ％

         最高～最低 54.5～37.4 48.9～34.8 51.4～36.1

％ ％ ％

60.8 63.4 62.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

39.2 36.6 37.8

％ ％ ％

         最高～最低 41.5～34.2 42.2～34.0 41.9～34.9

３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

○教育職員（大学教員）

　　教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準（年額）の比較指標　　　　　　　103.2

　　 注：上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、

　　　　 平成28年度の教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　今後も社会一般の情勢及び国家公務員の給与水準を考慮し、適正な給
与水準の維持に努めていく。

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

（法人の検証結果）
　本学の給与水準については、本学の支出予算の範囲内において、社会
一般の情勢及び国家公務員の給与水準を考慮し、国家公務員の例に準じ
て支給されており、その水準は対国家公務員指数100未満であり、適正と考
えられる。

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　52.1％】
　（国からの財政支出額　6,331百万円、支出予算の総額　12,151百万円
：平成28年度予算より）
【累積欠損額　0円（平成27年度決算）】
【管理職の割合　13.7％（常勤職員数153人中21人】
【大卒以上の高学歴者の割合　60.8％（常勤職員数153人中93人）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　48.2％】
　（給与・報酬等支給総額　6,712百万円、支出総額　13,918百万円
：平成27年度決算より）

（文部科学大臣の検証結果）
　給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から
給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めて
いただきたい。

内容

・年齢・地域・学歴勘案             91.8

該当なし

講ずる措置

・年齢・学歴勘案                     91.3

・年齢勘案                             91.6
・年齢・地域勘案                     91.8

項目

一律支給分（期末相当）

　給与水準の妥当性の
　検証

対国家公務員
指数の状況

（参考）対他法人                   104.6



４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

○事務・技術職員
・22歳（大学卒、独身）※22歳のみ地域手当を含めず算出

月額 178,200円 年間給与 2,879,000円
・35歳（主任、配偶者 ・ 子1人（15歳未満））

月額 330,030円 年間給与 5,368,000円
・45歳（係長、配偶者 ・ 子2人（15歳未満））

月額 405,042円 年間給与 6,580,000円

○教育職員（大学教員）

・27歳（博士修了、独身）
月額 327,982円 年間給与 5,300,000円

・35歳（准教授、配偶者 ・ 子1人（15歳未満））

月額 481,467円 年間給与 7,940,000円
・45歳（教授、配偶者 ・ 子2人（15歳未満））

月額 612,569円 年間給与 10,216,000円

注：モデル給与例の月額及び年間給与は、本給、扶養手当、本給の調
整額、地域手当を基礎に算出

・地域手当率 ： 14.2％（22歳事務・技術職員は0％とする）
・准教授 ： 本給の調整額（12,700円）
・教授 ： 本給の調整額（30,000円）

年俸制適用教職員に対して給与の一部として実施されており、その内

訳は以下のとおり業績手当と外部資金獲得手当で構成されている。なお、

当該制度については、今後とも継続して行う方針である。

・業績手当・・・毎年行う年俸制業績評価の評価結果から、前回の評価結
果（反映率）との差に基本年俸月額を乗じて得た額を、既に受けている業
績手当に加算又は減算する。
・外部資金獲得手当・・・外部資金を獲得した者にその獲得額に応じた額
を支給する。



Ⅲ　総人件費について

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

福利厚生費

注：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。

最広義人件費
9,198,127

1,053,619

非常勤役職員等給与
844,464

退職手当支給額
635,076

区　　分

給与、報酬等支給総額
6,664,968

○退職手当支給額の前年度比増（46.2％）の主な要因

・前年度と比較して、定年退職者4人を含む計11人の退職者数増加

○福利厚生費の対前年度比（2.6％）の主な要因
・平成27年10月より退職等年金給付に係る負担金率の追加

（0.75％）

・平成28年4月より介護保険給付に係る負担金率の増加
（4.77％→4.98％）

・平成28年9月より厚生年金保険給付に係る負担金率の増加
（8.639％→8.816％）

特になし


